
統合型校務支援システム導入について

教育企画室
学校教育情報化担当

1

【 資 料 ３ － １ 】
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教 育 企 画 室



年度

自治体

2021
(R3)

2022
(R4)

2023
(R5)

2024
（R6）

2025
（R7)

2026
(R8)

2027
(R9)

準備期間 先行運用 統一運用

33
市町村

＜運用開始までのイメージ＞

①未導入 運用開始

運用開始

運用開始②既導入

＜参考＞
統一導入（共同調達・共同運用）することで、費用面においてランニン

グコストの大幅な削減効果（他県の例では約40~50％減）が期待できる。 2
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統合型校務支援システム導入に向けた進め方の概要
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１ 企画構想 ２計画策定 ３ 調達 ４ 構築 ５導入後（運用・保守）

1-1 基本方針の策定

1-2 推進体制の整備

1-3 情報収集
（現状調査・ベンダー等）

1-4 基本方針の決定
（協議会）

2-1 スケジュールの策定

2-2 要件定義

2-3 ネットワーク構成
（サーバ環境）の検討

2-4 契約形態の検討

2-5 費用分担の検討

3-2 予算要求

3-4 調達準備

3-5 調達実施

4-1 要件定義（細分化）

4-2 セキュリティ・個人
情報保護への対応

4-3 各種データ連携

5-1 研修会サポート

5-2 導入に伴う運用ルー
ル改善に向けた取組

5-3 導入後の効果測定

2-6 データ移行について
の検討

2-7 効果測定についての
検討

令和３年度検討済

令和５年度以降に検討

令和４年度検討中

3-1 予算額の検討

3-1

3-3

3-3 仕様書の検討

令和４年度検討済
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統合型校務支援システムの構築等のスケジュール
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各市町村の統合型校務支援システム導入予定時期（R５.１.２３時点）
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機能 概要 期待できる効果

体力
テスト

体力テストの結果を管理する機
能。保健管理に含まれる場合も
ある。
○テスト結果の登録
○保護者向けの結果出力
○テスト結果の分析

◇ 体力テストの統計処理や
報告資料等の作成の負担
を軽減

給食管理
学校給食に関して管理する機能。
○献立情報管理
○栄養摂取量計算
○報告書作成

◇ 児童生徒個々のアレル
ギー情報と連携して、安
心・安全な給食を提供

資産管理
プロジェクター等の備品を管理
する機能。

◇ 学校備品の管理と廃棄処
分が効率化され、労力が
削減

学校会計
私費会計

学校会計、私費会計、学級徴収
金等を管理する機能。

◇ 学校配当予算の執行状況
の管理が把握でき、学校
運営に活用

図書管理
学校図書等の管理する機能。 ◇ 学校の蔵書をデータベー

ス化し、図書資産を地域
で有効活用

緊急連絡
学校が保護者に対して、情報発
信・情報共有する機能。

◇ 緊急時や災害時等に迅速
に伝達が可能

学校
ホームペー
ジ

CMS（Web コンテンツ・マネー
ジメント・システム）を使い、
簡単な操作で学校ホームページ
の作成や日々の更新を行うこと
で、保護者や地域に発信する機
能。

◇ 情報公開頻度を高めるこ
とで、地域住民・保護者
の学校への関心の高まり
や理解が深まり、連携強
化が促進

◇ 地域の防災対応力の向上

※出典：校務支援システム導入・運用の手引き（H28.3文部科学省）

機能 概要 期待できる効果

学籍管理
一元的に児童生徒の基本情報を管理する機能。
○児童生徒の氏名・住所等の基本情報、保護者
情報の管理

○転出・退学、転入・編入、進級・進学・卒業
の処理

○学級名簿等の名簿作成

◇児童生徒の基本情報の２次、３次利用が
可能となり、転記する時間や労力を削減

◇各教員が名簿を毎年作成する手間の削減

出欠管理
児童生徒の日々の出欠を管理する機能。
○出欠情報の入力
○⾧期欠席者の管理
○出席簿の印刷
○出欠情報を通知表や指導要録の“出欠の記録”
への反映

○統計処理

◇統計処理の自動化による分析業務の時間
増加

◇⾧期欠席傾向の児童生徒の把握による早
期対策

◇通知表や指導要録への自動反映による、
時間と労力の削減

成績管理
成績処理を行う機能。
○教科の観点の設定
○テスト結果入力による観点別評価や評定評価
の自動算出

○成績一覧表・通知表の作成
○指導要録を作成・管理
○指導要録・調査書・成績表・成績一覧表等の
帳票作成

◇集計作業時間の削減
◇個々の児童生徒のつまずきの分析や、
クラス全体の理解状況を把握し、指導改善
に役立てることで児童生徒の学力向上

◇通知表や指導要録の作成時間の短縮

学習者情報
記録

日々の児童生徒の様子等、気づいた点を記録し、
共有する機能。
○指導記録・学習記録の登録
○児童生徒の様子等、気がついた点の登録
○生活情報やアレルギー情報等の登録

◇学級担任や教科担任以外の複数の教職員
で見た多様な所見を記録することで、生活
指導や通知表所見等で活用でき、児童生徒、
保護者からの学校・教職員への信頼が向上

◇進級、進学時の担任間の引継ぎの着実な
実施

週案
時数管理

週案や時数を管理する機能。年間指導計画も作成
できる場合もある。
○週案・指導案の作成
○時数の管理・達成状況
○年間指導計画の作成

◇時間数集計の負担削減
◇指導案等を共有できるため、教員が相互
利用することにより、授業の質の向上

◇自身の指導方法を見直す機会の増加によ
る指導力の向上

保健管理
児童生徒の成⾧と健康状態を管理する機能。
○健康診断結果の登録・集計処理
○日々の健康観察の管理
○保健室の来室入力や保健日誌の作成
○インフルエンザ発生情報等

◇健康診断票等の統計処理や書類・治療勧
告書・報告資料等の作成の負担を軽減

学校日誌
学校日誌を作成する機能。
○学校日誌や指導日誌等各種日誌の作成

◇出欠管理や学校行事のデータと連携し、
ほぼ自動作成できることによる時間短縮

グループ
ウェア

教職員間で情報を共有する機能。
○周知事項や連絡事項等の情報の共有
○学校行事の登録
○個人予定の登録
○掲示板、回覧による情報共有、メール等に
よる連絡等

○文書管理により、文書を教職員間で共有、
各種申請・報告、公文書目録管理

○教育委員会との文書発送受理・アンケート
○備品・設備（体育館や特別教室等）の予約

◇職員朝礼や会議・打合せの回数削減や連
絡・報告業務の効率化が図れ、時間短縮で
き、教職員の本来業務のための時間の確保

◇文書の共有化により、他の教員の文書が2
次利用可能となり、容易な作成が可能

◇掲示板、回覧、文書管理で文書の統一や
ペーパーレスが進み印刷コストが削減

◇教育委員会との業務連絡の迅速化、確実
化

◇教育委員会での各種アンケートの集計・
分析が自動化することによる負担軽減 834


